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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官 東 政幸

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量
６階自治財政局等の執務室照明器具変更作
業の請負 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 開札の日時及び場所 令和８年10月26日午
後２時00分 総務省大臣官房会計課入札室

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者。
 総務省競争参加資格（全省庁統一資格）役
務の提供等Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている適合証明書等を令和８年10月８日
から10月16日午後５時までに「電子調達システ
ム」により提出しなければならない。ただし、「電
子調達システム」によりがたい場合には、下記
６に示す場所に期限までに提出しなければなら

ない。提出された適合証明書等を審査の結果、
当該案件を履行できると認められた者に限り入
札の対象者とする。なお、提出した適合証明書
等について説明を求められたときは、これに応
じなければならない。
４ 電子調達システムの利用
本件は、「電子調達システム」を利用した応札、
入開札及び契約手続を使用するものとする。た
だし、「電子調達システム」によりがたい場合に
は、入札説明書に定める理由書を下記６に示す
場所に令和８年10月16日午後５時までに提出
し、承認を得た場合に限り、紙による応札、入
開札及び契約手続によることができるものとす
る。
なお、詳細については入札説明書のとおり。

５ 入札書の提出
入札書は、「電子調達システム」により令和８
年10月16日午後５時までに提出すること。ただ
し、上記４により紙による応札（持参又は郵送）
の場合には、入札書は封筒に入れ封かんし、そ
の表面に入札者氏名、入札件名及び開札日を記
入の上、令和８年10月16日午後５時までに下記
６に示す場所に提出すること。
６ 問合せ先
〒1008926 東京都千代田区霞が関二丁目１
番２号 総務省大臣官房会計課契約第二係担当
中村 亮平 電話0352535132

７ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者の入札及び入札の条件に違
反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 資格審査申請書の提出 競争参加資格のな
い者で入札を希望する者は、所定の資格審査
申請書に必要事項を記入の上、上記６に示す
場所に提出すること。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて定めた予定価格の制限
の範囲内の入札金額を提示した入札者であっ
て、入札説明書で指定する性能、機能等の要
件のうち、必須とした項目についての基準を
すべて満たしている提案をした入札者の中か
ら入札説明書で定める最低価格落札方式を
もって落札者を決定する。
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Contracting entity : Higashi Masayuki,

Planning Director of the Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Internal

Affairs and Communications (MIC)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the services to be

required : Contract for changing lighting

fixtures to LED on 6th floor of the Central

Government Building No. 2 1 set.

 Fulfillment period : As shown in the

tender documentation

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 5 : 00 PM 16

October 2026 (tenders brought with 5 : 00

PM 16 October 2026 or submitted by mail :

5 : 00 PM 16 October 2026)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : 1. not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause 2. not

come under Article 71 of the Cabinet Order
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concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting 3. have Grade A, B or C offer of

services etc in the Kanto・Koushin'etsu
district, in terms of the qualification for

participating in tenders by MIC (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

 Contact point for the notice : Nakamura

Ryohei, Accounts Division, Minister's Sec‑

retariat, MIC, 212 Kasumigaseki,

Chiyoda‑ku, Tokyo 1008926 Japan. TEL
0352535132

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量
インターネット上の偽・誤情報対策を踏ま
えたＩＣＴリテラシー向上に資する周知広報
業務の請負 一式
、及び 第１号の１、及びに同じ。
 開札の日時及び場所 令和８年10月28日午
後２時00分 総務省大臣官房会計課入札室

２ 第１号の２に同じ。
３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている提案書等を令和８年10月８日から
10月16日午後５時までに「電子調達システム」
により提出しなければならない。ただし、「電子
調達システム」によりがたい場合には、下記６
に示す場所に期限までに提出しなければならな
い。提出された提案書等を審査の結果、当該案
件を履行できると認められた者に限り入札の対
象者とする。なお、提出した提案書等について
説明を求められたときは、これに応じなければ
ならない。
４から６まで 第１号の４から６までに同じ。
７ その他
からまで 第１号のからまでに同じ。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて定めた予定価格の制限
の範囲内の入札金額を提示した入札者であっ
て、入札説明書で指定する性能、機能等の要
件のうち、必須とした項目についての基準を
すべて満たしている提案をした入札者の中か
ら入札説明書で定める総合評価落札方式を
もって落札者を決定する。
 詳細は入札説明書による。

８ Summary

,,,, And The same with the

notice above (No. 1)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Service contract for public rela‑

tions on Raising awareness of measures

against disinformation and misinformation

and improving ICT literacy 1 set.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房会計課長 藤田 正人

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 167 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 桂林書院登記六法
（令和９年版）3940部ほかの供給 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 仕様書による。
 納入場所 法務省大臣官房会計課長が指定
する場所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。

 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度法務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の販売」においてＡ
又はＢの等級に格付けされた者であること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008977 東京都千代田区霞が関１

１１ 法務省大臣官房会計課調達係 大尻
電話0335804128

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
にて公告日より交付する。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書の受領期限 令和８年11月９日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月10日11
時00分 法務省大臣官房会計課入札室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示す証明
書等を作成し、提出期限までに提出しなけれ
ばならない。提出された証明書等を支出負担
行為担当官が審査した結果、この公告に示し
た業務を履行することができると認められた
者に限り、入札に参加することができるもの
とする。なお、開札日の前日までの間におい
て、支出負担行為担当官から提出した証明書
等に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 この公告に示した競争参加資
格のない者がした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。

 手続における交渉の有無 無
 電子調達システムの利用 電子調達システ
ムを利用することができる案件である。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJITA Masato, Ob‑

ligating officer Director of the Finance Di‑

vision, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 3940 copies of Statute on the
Registration of Japan, 2027 ed etc. 1 set

 Delivery period : The period will be spe‑

cified later.

 Delivery place : The place will be specifi‑

ed later.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : ⒜Not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause. ⒝
Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. ⒞Have Grade A or B Sale of
products in terms of the qualification for

participating in tenders laid down by Minis‑

try of Justice (Single qualification for every

ministry and agency) for the purpose of pro‑

curement in the fiscal year of 2025, 2026,

2027.⒟Meet the qualification requirements
which the Obligating Officer may specify in

accordance with Article 73 of the Cabinet

Order.
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 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM 9 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : OJIRI, Pro‑

curement Section, Finance Division, Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of Justice, 1
11 Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo
1008977 Japan. TEL 0335804128

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
支出負担行為担当官
経済産業省大臣官房会計課長 玉井 優子

◎調達機関番号 019 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 116
 購入等件名及び数量
令和８年度中間・確定検査の補助による業
務効率化に関する実証事業 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、予定件数に単価を
乗じて計算した金額の合計額で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の100分の10に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中特別の理由がある場合に
該当する。
 予令第71条の規定に該当しない者であるこ
と。

 令和７・８・９年度経済産業省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、
「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている
者であること。
 その他 詳細は入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒1008901 東京都千代田区霞が関１

３１ 経済産業省大臣官房会計課契約担当
米川 敏浩 電話0335011616（ダイヤ
ルイン）
 適合証明書の提出期限 令和８年11月５日
12時
 入札書の受領期限 令和８年11月26日12時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日14
時 経済産業省会計課入札室（本館１階財務
省側入館ゲート外）

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した入札及
び開札手続により実施するものとする。ただし、
紙による入札書等の提出も可とする。詳細につ
いては、入札説明書のとおり。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づき作成された予定価格の制限の範囲内で
最低価格をもって有効な入札を行った者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき者の
入札価格によっては、その者により当該契約
の内容に適合した履行がされないおそれがあ
ると認められるとき、又はその者と契約を締
結することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の制限の範囲内の
価格をもって入札した他の者のうち最低の価
格をもって入札をした者を落札者とすること
がある。
 その他 詳細は入札説明書による。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAMAI Yuko, Director

of the Budget and Accounts Division, Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of Economy,

Trade and Industry.

 Classification of the products (Services)

to be procured : 116

 Nature and quantity of the services to be

required : Demonstration Project for Im‑

proving Operational Efficiency through As‑

sistance for Interim and Final Inspections

in Fiscal Year 2026 1 set

 Delivery Period : As in the tender do‑

cumentation

 Delivery place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who :

Ⅰ Do not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons with in the said clause ;

Ⅱ Do not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting ;

Ⅲ Have Grade A, B or C in sale in terms

of the qualification for participating in

tenders by Ministry of Economy, Trade

and Industry (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027 ;

Ⅳ Others : As shown in the tender do‑

cumentation ;

 Time‑limit for verification documents :

12 : 00 5 November, 2026

 Time‑limit for tender : 12 : 00 26 No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Toshihiro, Budget and Ac‑

counts Division, Ministry of Economy,

Trade and Industry 131 Kasumigaseki,
Chiyoda‑ku, Tokyo 1008901 Japan TEL
0335011616

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
支出負担行為担当官
北海道開発局室蘭開発建設部長 山田 拓也
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発室蘭第 13 号（№13）
１ 調達内容
 品目分類番号 77
 購入等件名及び数量
港湾業務艇みさご定期整備 一式（電子入
札対象案件）（電子契約対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和９年３月18日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「役務の提供等」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
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 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0518524 北海道室蘭市入江町１番地14
北海道開発局室蘭開発建設部契約課上席専
門官 森山 雅美 電話0143257024
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年10月16日12
時00分

 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年11月
10日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月11日10
時00分 北海道開発局室蘭開発建設部入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。

 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMADA Takuya, Di‑

rector of Muroran Development and Con‑

struction Department of Hokkaido Region‑

al Development Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 77

 Nature and quantity of the services to be

required : Periodic maintenance for ship of

ports and harbours duties Misago : 1 set

 Fulfillment period : 18 March 2027

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2025・2026・2027
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 16 Octorber 2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 10 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice :

MORIYAMA Masami, Senior Officer, Con‑

tracts Division, Muroran Development and

Construction Department of Hokkaido Re‑

gional Development Bureau, 114, Irie‑
cho, Muroran, Hokkaido, 0518524, Japan
TEL 0143257024

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
独立行政法人国際交流基金
日本語国際センター
契約担当職 副所長 諏佐由有子

◎調達機関番号 573 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名 東南アジア初学者向け日本語テ
ストアプリ・システム 改修及び運用・保守
業務
 調達役務の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 契約期間 契約締結日から令和14年３月31
日
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
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 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式（加算方式）をもって行う。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に、消費税法及び地方消費税法の規定
により定められた税率により算定された額を
加算した金額をもって落札価格とするので、
入札参加者は消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積った契
約金額から消費税及び地方消費税相当額を除
いた金額を入札書に記載すること。

 本件事業を的確に実施するに足る組織・人
員体制・経営基盤を有し、かつ、資金等につ
いて充分な管理能力及び精算を適切に行う経
理体制を有していること。
 機密情報の取り扱いに関する「誓約書」の
内容に同意していること。
 過去３年間にゲーム性のあるアプリ、言語
学習用アプリ、あるいは音声の入出力を伴う
アプリの設計および開発を行った実績を有
し、これを証明できること。

 過去３年間にスマートフォンアプリおよび
関連システムについて、設計・開発からリ
リース、運用・保守まで一貫して実施した実
績を有し、これを証明できること。
 ＩＳＯ27001（ＩＳＭＳ認証）を取得して
いること。
 ＩＳＯ9001等の公的機関による品質管理認
証を取得していること、またはこれと同等の
品質管理制度を有し、これを証明できること。
 ＪＦと係争中の者、ＪＦと係争中の者の「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則（昭和38年大蔵省令第59号）第８条第３
項及び第４項」に規定する親会社、子会社、
子会社とみなされる他の会社等及びＪＦと係
争中の者と同一の親会社をもつ会社でないこ
と。
 その他入札説明書、仕様書に定める全ての
要件を満たす者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札問い合わせ先
〒3300074 埼玉県さいたま市浦和区北浦
和５６36 独立行政法人国際交流基金日
本語国際センター 教材開発チーム（担当：
高倉、長谷川）
ＴＥＬ：0488341183
E‑mail：jf̲kyozai@jpf.go.jp
（※土・日・祝日を除き、９:15～12:30、
13:30～17:45）
 入札説明書の交付方法
希望者に対し、電子メール又はＪＦ指定の
ファイル転送システムにて交付を行う。交付
希望者は、本公告掲載日～令和８年10月21日
（水）に上記の連絡先まで電子メールで請
求すること（会社名、担当者名、連絡先を明
記すること）。機密情報の取り扱いに関する
「誓約書」を添付すること。
 入札説明会の日時、場所及び参加方法（参
加任意）
令和８年９月30日（水）15： 00より

Microsoft Teamsを用いてオンラインで実施
する（１時間程度を予定）。入札に参加を希
望する者は可能な限り参加すること。説明会

に参加を希望する者は、令和８年９月29日
（火）12：00までに上記の連絡先に電子メー
ルにて参加申込みを行うこと（会社名、担当
者名、連絡先を明記すること）。
 提案書等の提出（必須）
令和８年11月５日（木）17：00（必着）ま
でに上記への持参又は郵送による。電子
データについては事前にＪＦに提出先を確認
すること。入札者の作成した提案書等は、Ｊ
Ｆが以下の項目において評価し、予め定めた
合格点を満たしたもののみが入札に参加でき
る。詳細は入札説明書による。
 事業に関する理解度および事業実施・プ
ロジェクト管理計画
 実施体制、専門性及び実績等から判断さ
れる業務遂行能力
 業務に係る提案内容
 ワーク･ライフ・バランス等の推進に関
する指標

 面接審査
提案書提出者については、令和８年11月12
日（木）～13日（金）日中に、提案書の内容
に関する面接審査（プレゼンテーション）を
求める。日時の詳細については、提案書提出
締め切り後、個別に連絡する。詳細は入札説
明書による。
 入開札の日時及び場所
令和８年11月19日（木）15：00 独立行政
法人国際交流基金日本語国際センター 第５
会議室。入札後、即時開札する。
 郵送等による入札書の受領期限
上記の入札・開札に当日立ち会うことが
できない場合は、令和８年11月18日（水）必
着で、持参又は郵送等による入札書類の提出
を受け付ける。持参する場合は来訪前日まで
に上記に記載の担当者に連絡すること。郵
送の場合は、書留・宅配便等追跡可能な手段
により期限内に到着するよう送付し、ＷＥＢ
追跡システム等で到着を確認すること。送付
中の事故等を原因とする未着にはJFは責任
を負わない。

４ その他
 入札、契約手続きにおいて使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 所定期限までに
適正な全ての書類の提出がなかった団体・個
人は、本件業務一式の委託先に選定されうる
資格を失うものとする。なお、提案書等提出
に伴う一切の費用は提出者が負担する。また、
提出のあった提案書類等は採否に関わらず返
却しない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者による入札及び入札に関する条件に
違反した者の提出した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で有効な入札を行った者の中から、入札説
明書で定める総合評価落札方式をもって落札
者を決定する。ただし、落札者となるべき者
の入札価格によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち総合
評価の方法による得点の最も高い者をもって
落札者とすることがある。
 その他詳細は入札説明書及び仕様書によ
る。

５ Summary

 Contracting entity : SUSA Yuko, Manag‑

ing Director, The Japan Foundation Ja‑

panese‑Language Institute, Urawa

 Classification number of the products to

be procured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Enhancement, Maintenance

and Operation of the Mobile App for Japa‑

nese Language Learners in Southeast Asia

 Contract period : the date of this agree‑

ment to March 31, 2032

 Implementation place : As shown in the

tender documentation

２ 競争参加資格
 独立行政法人国際交流基金会計細則第16条
又は第18条の規定に該当しない者であるこ
と。
 令和７・８・９年度競争参加資格（全省庁
統一資格）において「役務の提供等」のＡ、
Ｂ又はＣ等級の資格を有する者であること。
全省庁統一資格及び申請手続き等については
下記ウェブサイトを参照のこと。（独立行政法
人国際交流基金（以下「ＪＦ」という。）では
競争参加資格審査ならびに登録手続きを行っ
ていないので注意すること）。
※統一資格審査申請・調達情報検索サイト
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
UZA01/OZA0101#c4

 ＪＦまたは外務省から指名停止にされてい
る期間中の者でないこと。
 ＪＦとの契約に関して過去１年において債
務不履行、納期遅滞等を起こしたことがなく、
適正な契約の履行が確保される者であるこ
と。
 ＪＦからの要望に応じて独立行政法人国際
交流基金日本語国際センター（埼玉県さいた
ま市浦和区北浦和）での打ち合わせに参加す
ることが可能な者であること。





令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Qualifications for participating in the

tendering procedures :

 The applicant must not fall under the

provisions of Articles 16 nor 18 of the Ac‑

counting By Laws of the Japan Founda‑

tion.

 The applicant must have Grade A, B,

or C classification in offering services in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders (single qualification for

every ministry and agency) for fiscal

years 2025, 2026, and 2027.

 The applicant must not currently be

under suspension of nomination by the

Japan Foundation or Ministry of Foreign

Affairs.

 The applicant must be able to reliably

fulfill the terms of the contract with the

Japan Foundation and who have no rec‑

ord of default, delay or other breach of

promise over the past year.

 The applicant must be able to attend

regular meetings at The Japan Founda‑

tion Japanese‑Language Institute, Urawa

(Kita‑Urawa, Urawa‑ku, Saitama‑shi,

Saitama).

 The applicant must have an organiza‑

tion, personnel structure, and manage‑

ment base sufficient to properly imple‑

ment the project, and must have suffi‑

cient management capabilities and an ac‑

counting system to properly settle ac‑

counts for funds.

 The applicant must sign a non‑ disclo‑

sure agreement.

 The applicant must have experience,

within the past three years, in the design

and development of gamified applica‑

tions, language learning applications, or

applications involving audio input and

output, and must be able to provide evi‑

dence thereof.

 The applicant must have experience,

within the past three years, in the design,

development, release, operation, and

maintenance of smartphone applications

and related systems, and must be able to

prove evidence thereof.

 The applicant must have obtained

ISO27001 (ISMS certification).

 The applicant must have obtained cer‑

tification issued by a public certification

body, such as ISO9001, or maintain an

equivalent quality management system,

and must be able to provide evidence the‑

reof.

 The applicant must not be a company

that is in dispute with The Japan Founda‑

tion, a parent company, subsidiary com‑

pany, or other company deemed to be a

subsidiary company of a company in dis‑

pute with The Japan Foundation (as de‑

fined in Article 8, Paragraphs 3 and 4 of

the Regulations Concerning Terms,

Forms and Preparation Methods of Fi‑

nancial Statements (Ministry of Finance

Order No. 59 of 1963)), or a company

with the same parent company as a com‑

pany in dispute with The Japan Founda‑

tion .

 The applicant must meet all other re‑

quirements set forth in the tender do‑

cumentations.

 Proposal due date : As shown in the

tender documentation.

 Interview date : As shown in the tender

documentation.

 Time and date of tender : 3 : 00 PM of

Thursday, November 19, 2026

(When submitting the tender by post, the

time limit is 5 : 00 PM of Wednesday, No‑

vember 18, 2026)

 Contact point for the notice : Research

and Development Section, The Japan Foun‑

dation Japanese‑Language Institute,

Urawa, 5636 Kita‑urawa, Urawa‑ku,
Saitama‑Shi, Saitama, 3300074, Japan.
TEL 0488341183,
E‑mail jf̲kyozai@jpf.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 12
 購入等件名及び数量
番号器 129個（電子入札対象案件）

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和10年３月17日
 納入場所 東京工場
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方税法の
規定に定められた税率により算出された金額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額のうち消費税及び地方消
費税に相当する額を除いた金額を入札書に記
載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則
（以下「契約細則」という。）第６条第１項第
１号及び第２号の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。

 契約細則第６条第２項に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「物品の製造」であって、「Ａ」、
「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付された者、又
は当該競争参加資格を有しない者で、入札書
の受領期限までに競争参加資格審査を受け、
競争参加資格者名簿に登載され、当該区分及
び当該等級に格付された者であること。

３ 技術審査書類及び入札書の提出場所等
 技術審査書類及び入札書の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書、仕様書の交付
場所及び問合せ先
〒1058445 東京都港区虎ノ門二丁目２番
３号 独立行政法人国立印刷局財務部契約課
施設契約係担当 鎌倉 健夫 電話03
35874304
 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年10月13日午後
４時
 技術審査書類の受領期限 令和８年10月21
日午後４時
 入札書の受領期限 令和８年10月28日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年10月29日午
前10時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ 提出すべき技術審査書類
 製作仕様書 ２部
 仕様図面 ２部
 製造経験リスト ２部
 修理証明書 ２部
５ 技術審査
４に示す製作仕様書等を契約責任者が技術的
に検討し、当法人の使用目的に合致し、採用し
得ると判断したものを採用可能とし、最終的に
当該競争に参加させるものとする。
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６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者の要件及び義務
 この一般競争に参加を希望する者は、４
に示す書類等を作成し、受領期限までに提
出しなければならない。また、契約責任者
から製作仕様書等に関し説明、協議及び変
更を求められた場合は、これに応じなけれ
ばならない。製作仕様書等に関し説明、協
議及び変更の義務を履行しない者の入札書
は落札決定の対象としない。
 当該物品又はこれと同等の物品の製造に
相当の実績を有する者であること。
 当該物品の保守、修理及び部品等の補給
を迅速・適切に行うことができる者である
こと。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び契約細則第15条第５
項に該当する入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち、最
低の価格をもって入札した者を落札者とする
ことがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Contracting entity : Yasuharu Suzuki,

Vice President, Financial Affairs Departm‑

ent, National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 12

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Numbering Device 129

 Delivery period : 17 March 2028

 Delivery place : Tokyo Plant

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures. Further‑

more, minors, person under conservator‑

ship, and person under assistance, who

have obtained the consent necessary for

concluding a contract, may come under

this qualification in cases involving spe‑

cial reasons within the said article.

 Not come under Article 62 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualifications for participating in tenders

for Manufacturing by the Ministry of Fi‑

nance Japan (all ministries／agencies) or
the National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency, in the fis‑

cal years 2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 28 Oc‑

tober 2026

 Contact point for the notice : Takeo Ka‑

makura Procurement Contract Division, Fi‑

nancial Affairs Department, National Prin‑

ting Bureau, Incorporated Administrative

Agency, 223 Toranomon Minato‑ku,
Tokyo 1058445 Japan TEL 033587
4304

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

独立行政法人日本学生支援機構
理事長 吉岡 知哉

◎調達機関番号 591 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 ファイルサーバー機器
更改及び保守業務一式
 調達件名の特質等 入札説明書による
 履行期間 契約締結日～令和14年３月31日
 履行場所 入札説明書による
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定にあたっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする｡)をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度文部科学省競争参加資
格(全省庁統一資格)において、「役務の提供
等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。なお、当該競争参加資格につい
ては、令和８年３月31日付号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口において随時受け
付けている。

 本機構理事長から取引停止を受けている期
間中でないこと。
 「暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律」に規定するところの暴力団員及び
その構成員、準構成員又はその関係者でない
こと。
 プライバシーマークの認証を取得している
こと。
 一般財団法人日本経済社会推進協会又は海
外の認定機関により認定された審査機関によ
る、情報セキュリティマネジメントシステム
（ＩＳＭＳ）を取得していること。ただし、
社内に同等の情報セキュリティ管理体制の構
築及び運用を確立している場合はその限りで
はない。その場合は、ＩＳＭＳと同等である
根拠が明確に判別可能な資料を入札時に添付
すること。
 提供から保守運用まで一元的に対応できる
体制を備えていること。
 他事業者と連携し、不具合発生時の障害切
り分けが実施できること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合わせ先
〒1628412 東京都新宿区市谷本村町10
７独立行政法人日本学生支援機構 市谷事務
所 財務部経理課契約係 電話036743
6022
 入札説明書の交付方法 本機構ＨＰからの
ダウンロードで交付。
本公告の日から交付する。なおパスワード
が 必 要 と な る の で、 電 子 メ ー ル で
（keiri-k@jasso.go.jp）まで、以下の要領で
パスワードの送付を依頼すること。
電子メールの件名を「パスワード交付依頼
（ファイルサーバー機器更改及び保守業務一
式）」とし、電子メールの本文に、会社名、全
省庁統一資格の業者コード、担当部署、担当
者氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアド
レスを記載すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札書等の受領期限 令和８年11月６日
(金)17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月24日
(火)16時00分 独立行政法人日本学生支援機
構市谷事務所内
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４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。ただし、
落札者が契約を結ばない場合には、落札価格
の５パーセントに相当する違約金を支払わな
ければならない。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び入札説明書に示す提出
書類を添付し、入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、本機構から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると理事長が判断した入札者であっ
て、本機構契約事務取扱細則第12条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で、入札説明書で指定する性能、機能、技術
等（以下「性能等」という。）のうち、必須と
した項目の最低限の要求要件をすべて満たし
ている性能等を提案した入札者の中から、入
札説明書で定める総合評価の方法をもって落
札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。

 not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent.

 Law about prevention of an unfair act

by a gangster be not the mobster and the

member, the associate member or the

person concerned going to be prescriptive

in.

 That the Privacy Mark certification

has been obtained.

 The organization must have obtained

an Information Security Management

System (ISMS) certified by the Japan

Economic and Social Advancement Asso‑

ciation or an accredited overseas cer‑

tification body. However, this does not

apply if the organization has established

and is operating an equivalent informa‑

tion security management system inter‑

nally. In such cases, documents that

clearly demonstrate that the system is

equivalent to ISMS must be attached at

the time of bidding.

 Having a system in place that can com‑

prehensively handle everything from de‑

livery to maintenance and operation.

 Able to collaborate with other opera‑

tors and carry out fault isolation when a

malfunction occurs.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM Novem‑

ber 6, 2026

 Contact point for the notice : Accounting

Division, JASSO, 107 Ichigayahonmura‑
cho, Shinjuku‑ku, Tokyo 1628412 TEL
0367436022

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 081493１号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 熱分析装置の購入
一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）
 入札方法
 総価で行う。
 落札の決定については、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り捨てた
金額）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか、
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされている者であるこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
財務契約部長から取引停止にされている期間
中の者でないこと。
 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも
のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
が要求する技術要件を満たすことを証明でき
る者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問合せ先 〒3191184 茨城県那珂郡東海
村大字舟石川765１ 国立研究開発法人日
本原子力研究開発機構 財務契約部 事業契
約第１課 電話08044653679
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問合せ先にて
交付する。
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和８年11月13日15時00分までに電子入札シ
ステムを通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日15
時00分 電子入札システムにより行う。

５ Summary

 Contracting Entity : Tomoya Yoshioka,

President, Japan Student Services Organi‑

zation (JASSO).

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Comprehensive file server equip‑

ment replacement and maintenance ser‑

vices, 1 set

 Performance Period : From the contract

conclusion date to March 31, 2032

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have the Grade A or B in terms of the

qualification for Participating intender of

the offer of services by Ministry of Edu‑

cation, Culture, Sports, Science and

Technology, (Single qualification for

every ministry and agency) in Kanto・
Koushinetsu area in the fiscal year, 2025,

2026, 2027.
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４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステムを利用した応札及び入開札手続により実
施するものとする。
５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書及び必要
な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、入札者は、開
札日の前日までの間において、入札仕様書
及び必要な証明書等について、説明又は協
議を求められた場合は、それに応じなけれ
ばならない。
 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Naoya Matsumoto Direc‑

tor of Financial Affairs and Contract, Ja‑

pan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 24

 Nature and quantity of the products to be

manufactured ; Purchase of a Thermal

Analysis System, 1 set

 Delivery period ; By 26, February, 2027

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 081495２号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 原子力施設の自動巡
視点検に使用する四脚歩行ロボットSpotの
購入 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月29日
 納入場所 国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構（詳細は仕様書による。）

 入札方法
 総価で行う。
 落札の決定については、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り捨てた
金額）をもって落札価格とするので、入札
者は、消費税に係る課税事業者であるか、
免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人及び被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
競争参加者資格審査又は国の競争参加者資格
（全省庁統一資格）のいずれかにおいて、当
該年度における「物品の販売」のＡ、Ｂ、Ｃ
又はＤ等級に格付けされている者であるこ
と。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
財務契約部長から取引停止にされている期間
中の者でないこと。
 警察当局から、国立研究開発法人日本原子
力研究開発機構に対し、暴力団員が実質的に
経営を支配している業者又はこれに準ずるも
のとして、建設工事及び測量等、物品の製造
及び役務の提供等の調達契約からの排除要請
があり、当該状況が継続している者でないこ
と。

４ 電子入札システムの利用
本件は、日本原子力研究開発機構電子入札シ
ステム等を利用した応札及び入開札手続きによ
り実施するものとする。
５ その他
 契約手続に用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この一般競争に参加を希望する者は、封
かんした入札書のほかに、当機構の交付す
る入札説明書に定める入札仕様書等及び必
要な証明書等を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。また、入札者は、
開札日の前日までの間において、入札仕様
書及び必要な証明書等について、説明若し
くは協議を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 上記の提出書類に基づき当該物品等の
納入が可能な者であると判断した者を落札
対象とする。

 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他詳細は、入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity ; Naoya Matsumoto, Di‑

rector of Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 26

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出及び入札説明書並びに契約条
項の交付は、電子入札システム等により実施
するものとする。
問い合わせ先 〒3191184 茨城県那珂郡
東海村大字舟石川765番地１ 国立研究開発
法人日本原子力研究開発機構 財務契約部
事業契約第１課 電話08094100449

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子入札システム又は上記３の問合せ先にて
交付する。
 入札書の受領期限及び入札書の提出方法
令和８年11月16日17時00分までに電子入札シ
ステムを通じて提出すること。
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日10
時00分 電子入札システムにより行う。

those who shall not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come
under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑
tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

not be currently under suspension of no‑
mination by Director of Contract Departm‑

ent, Japan Atomic Energy Agency

 Time limit for tender ; 15 : 00 13, No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice ; Contract

Section 1, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑
gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL
08044653679
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 Nature and quantity of the products to be

purchase ; Purchase of the quadruped robot

Spot for automated patrol and inspection of

nuclear facilities, 1 set

 Delivery period ; By 29, March, 2027

 Delivery place ; Japan Atomic Energy

Agency (Appointed place)

 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Suppliers eligible for

participating in the proposed tendering are

those who shall ; not come under Article
70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting, furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause, not come
under Article 71 the Cabinet Order concern‑

ing the Budget, Auditing and Accounting,

have been qualified through the qualifica‑
tions for participating in tenders by Japan

Atomic Energy Agency, or through Single

qualification for every ministry and agency,

prior to the tendering, not be currently
under suspension of nomination by Director

of Financial Affairs and Contract Departm‑

ent, Japan Atomic Energy Agency

 Time limit for tender ; 17 : 00 16, No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice ; Business

Contract Section 1, Financial Affairs and

Contract Department, Japan Atomic Ener‑

gy Agency, 7651 Funaishikawa, Tokai‑
mura, Naka‑gun, Ibaraki 3191184 Japan.
TEL 08094100449

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
横浜医療センター 院長 宇治原 誠

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量 ＰＴＰ全自動払出機
一式

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和９年１月31日まで。
 需要場所 独立行政法人国立病院機構横浜
医療センター
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間に行う調達件名の履行に要する
一切の費用を含めた額とすること。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に消費税及び地方消費税に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額から消費税及び地方消費税に
相当する額を除いた金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ
及びＣの等級に格付され、関東甲信越地域の
競争参加資格を有する者であること。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2458575 神奈川県横浜市戸塚区原宿

３60２ 独立行政法人国立病院機構 横
浜医療センター契約係長 中村 陽平 電話
0458512621

 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年10月16日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月20日10
時00分 大会議室Ｃ
 入札説明会日時 実施しない。
４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した調達を履行できることを証明する
書類を添付して、入札書の受領期限までに提
出しなければならない。入札者は、開札日の
前日までの間において、経理責任者から当該
書類に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により該当契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Makoto Ujihara, Direc‑

tor, National Hospital Organization Yo‑

kohamaMedical Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

required : PTP fully automatic dispenser 1

set

 Fulfillment period : the date when con‑

tract is concluded through 31, January 2027

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization YokohamaMedical Center

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization ;

 have Grade A, B or C in Manufactur‑

ers of products or Sales of products for

participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in kanto‑koshinetsu Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 3 : 00 PM 16, Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Nakamura

Yohei, Chief, Contract Section Division,

National Hospital Organization Yokohama

Medical Center, 3602 Harajyuku Tot‑
suka‑Ward Yokohama‑city Kanagawa Pre‑

fecture 2458575, Japan. TEL 045851
2621


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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

国立研究開発法人
国立がん研究センター理事長

間野 博行
◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 13
〇第 24 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 調達件名及び数量 【令和８年度医療機器
投資】麻酔器・生体情報モニタ 三式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限又は履行期間 契約締結日から令
和９年３月31日まで。
 履行場所 国立研究開発法人国立がん研究
センター中央病院
 入札方法 落札者の決定は、最低価格落札
方式をもって行うので、
 入札者が提出する入札書は、調達件名に
かかる直接経費の他、機材、資材、機械器
具、運搬費等、業務委託に要する一切の諸
経費を含め、契約金額を見積もるものとす
る。
 落札者決定にあたっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数がある場合は、その端数金額を切り捨て
た金額とする。）をもって申込金額とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を記載した入札書を提
出しなければならない。

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項
 国立研究開発法人国立がん研究センター契
約事務取扱細則第６条及び７条に規定される
各事項に該当される者は、競争に参加できな
い。

 次の事項に該当する者は、競争に参加させ
ないことがある。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事
実を記載した者
 経営の状況又は信用度が極度に悪化して
いる者

 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）に
おいて「物品の製造」又は「物品の販売」の
うちＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争資格を有する者。
 アフターサービス・メンテナンスの体制が
整備されていることを証明したものであるこ
と。

３ 契約条項を示す場所及び期間
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所、入札書の提出場所は、次のとおりとする。
〒1040045 東京都中央区築地５１１
国立研究開発法人国立がん研究センター
財務経理部（築地Ｃ）調達課 調達第一係
石神 美里 電話0335475201（内線3446）
 入札説明書等交付期間 令和８年９月15日
（火）から令和８年11月４日（水）８時30分
から17時00分まで。
 入札書受領期限 令和８年11月４日（水）
17時00分（必着）
 開札の日時及び場所 令和８年11月11日
（水）14時00分 国立がん研究センター中央
病院 管理棟１階 第四会議室

４ その他の事項
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨とする。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 契約者の決定方法 本公告及び入札説明書
に従い、書類・資料を添付した入札書を提出
した入札者であって、本入札公告及び入札説
明書の競争参加資格及び仕様書の要求、要件
を全て満たし、当該入札者の入札書が国立研
究開発法人国立がん研究センター契約事務取

扱細則第37条、及び38条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内であり、か
つ、最低価格をもって入札を行った者を落札
者とし、契約交渉の相手方とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
【照会先】国立研究開発法人国立がん研究セ

ンター 財務経理部（築地Ｃ）調
達課 調達第一係 石神 美里
電話0335475201（内線3446）

５ Summary

 Contracting entity : Hiroyuki Mano, Pre‑

sident of National Cancer Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 【FY2026 Medical Equipment
Investment】Anesthesia machines and pa‑
tient monitors 3 sets

 Delivery period : From the date of con‑

tract signing to March 31, 2027

 Delivery place : National Cancer Center

Central Hospital

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 6 and 7 of the

Regulation concerning the Contract for

National Cancer Center Research,

Ｂ have Grade A, B or C in Manufactures

of products or Sales of products for

participating in tenders by Ministry of

Health Labour and Welfare (Single quali‑

fication for every ministry and agency) in

Kanto‑Koshinetsu Region,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

 Time‑limit of tender : 5 : 00 P.M. Novem‑

ber 4, 2026

 Contact point for the notice : Misato

Ishigami, Accounting Section, National

Cancer Center, 511 Tsukiji Chuo‑ku,
Tokyo 1040045 Japan, TEL ＋813
35475201 ext. 3446

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 168 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 低分子医薬品連続粉
体移送混合装置 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年10月１日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
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 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 前田 華子 電話05035224939
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
９月15日から令和８年10月２日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月14日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月４日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月５日14
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Continuous powder conveying

and mixing module for the premixing pro‑

cess of small molecule drugs 1 set

 Delivery period : October 1, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 4, 2026

 Contact point for the notice : MAEDA

Hanako, Tsukuba Central 1, Procurement

Division, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035224939

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
執行役 山田亮太郎

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入品名及び数量 硬貨自動包装機（画像
センサー付）34台の購入及び保守の委託
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
28日午後１時 電子入札システムにより実施

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記の各号の一に該当すると認められる
者でその事実があった後２年間を経過して
いない者。代理人、支配人その他の使用人
として使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由が無くて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者

ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。
オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。なお、反社会的勢力とは
暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった
時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、そ
の他これらに準ずる者等の属性要件のほか
次に掲げる行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為
 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における競争参加資
格審査において、資格を有すると認められた
者又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている書類等を令和８年10月21日午前10
時30分までに下記４に示す場所に提出しなけれ
ばならない。提出された書類等を審査の結果、
当該物品を納入することができると認められた
者に限り、入札の対象者とする。なお、提出し
た書類等について説明を求められたときはこれ
に応じなければならない。
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４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒1008793 東京都千代田区大
手町二丁目３番１号 株式会社ゆうちょ銀行
コーポレートスタッフ部門総務部（契約担当）
担当 吉田 育代 電話0334771710
５ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記４に示す場所へ提出す
ること。なお、申請の時期によっては本件入
札に間に合わない場合がある。
 電子入札システムの入力方法 落札決定に
当たっては、電子入札システムに入力された
金額に当該金額の10％に相当する額を加算し
た額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は消費税及び地方
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を電子入札システ
ムに入力すること。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、最低価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。

６ Summary

 Contracting entity : Ryotaro Yamada,

Executive officer JAPAN POST BANK

Co., Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Purchase and maintenance of

34 coin packing Machines with image

sensor

 Delivery period : To be specified later

 Delivery place : To be specified later

 Time limit for tender : 10 : 30 AM 21 Oc‑

tober 2026

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by

JAPAN POST BANK Co., Ltd. for partici‑

pating in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact Point for the notice : Ikuyo

Yoshida, General Affairs Department, Cor‑

porate Administration Division, JAPAN

POST BANK Co., Ltd. Otemachi Place

West‑tower 231 Otemachi Chiyoda‑ku
Tokyo 1008793, Japan. TEL 033477
1710

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入品名及び数量 硬貨計算機（置台付）
63台の購入及び保守の委託
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
28日午後１時15分 電子入札システムにより
実施

２、３、４及び５ 第１号の２、３、４及び５に
同じ
６ Summary

, and The Same with Notice Above

(No. 1)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Purchase and maintenance of

63 coin counting machine

 Delivery period : To be specified later

 Delivery place : To be specified later

 Time limit for tender : 10 : 30 AM 21 Oc‑

tober 2026

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

日本放送協会 経理局長 金子 豊
◎調達機関番号 325 ◎所在地番号 13
〇第 2026１116 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等件名及び数量 本部簡易試写テロッ
プ端末の更新 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納期 令和９年３月26日
 納入場所 日本放送協会経理局長が指定す
る場所
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方消費税
法の規定により、定められた税率により算定
された金額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額のうち消費税
額等に相当する額を除いた金額を記載した入
札書を提出すること。

４ 開札の日時
令和８年11月５日11時

５ 電子入札システムの利用
本件は、日本放送協会電子入札システムを利
用した応札及び入開札手続きにより実施するも
のとする。詳細については入札説明書のとおり。
６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に記載した
書類を指定した期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、調達担当者から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 落札者の決定 予定価格の範囲内であり、
入札説明書で指定する性能等の要求要件をす
べて満たしている提案をした入札者の中か
ら、入札説明書で定める総合評価の方法を
もって落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yutaka Kaneko Director

of Financial Department Japan Broadcast‑

ing Corporation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

２ 競争参加資格
競争入札参加資格の審査に関する公告に基づ
き、競争入札参加資格の登録をした者。なお、
新たに競争入札参加資格を得ようとする者は下
記の場所に申請すること。〒1508001 東京都
渋谷区神南２２１ 日本放送協会経理局調
達部 ＴＥＬ0354555982 ＦＡＸ03
54552110
３ 入札書の提出場所等
 資料等（入札書を除く）の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先
〒1508001 東京都渋谷区神南２２１
ＮＨＫ放送センター内 ㈱ＮＨＫビジネス
クリエイト調達・管財事業部（制作・送出設
備）ＴＥＬ0354556347 ＦＡＸ 03
54555591（㈱ＮＨＫビジネスクリエイトは
日本放送協会の調達関係業務の業務委託先で
ある。）

 入札説明書の交付場所及び交付方法 本公
告の日から、令和８年11月２日までの間、電
子メールにより交付する。交付を希望する場
合は、㈱ＮＨＫビジネスクリエイト 調達・
管財事業部（資材２（国際調達））担当：竹本
（ＴＥＬ0354555790）
m07502-kokusai@li.nhk.or.jp までメール
で連絡すること。
 資料等の提出期限 令和８年11月４日17時
 電子入札システムによる入札書の提出期間
令和８年11月５日10時30分から11時
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 Nature and quantity of the products to be

purchased : Renovation of the simplified

preview display terminal 1 set

 Delivery period : 26 March 2027

 Delivery place : Place(s) specified by Di‑

rector of Financial Department Japan

Broadcasting Corporation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who have applied and been listed in

the permanent list of qualified suppliers

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion documents : 17 : 00, 4 November 2026

 Term for the submission of tenders by

electronic bidding system : from 10 : 30 to

11 : 00, 5 November 2026

 Contact point for the notice : NHK Busi‑

ness Create INC., 221 Jinnan, Shibuya‑
ku, Tokyo 1508001, Japan. TEL 03
54555790 FAX 0354555592

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 15 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 菅沼 孝章

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇総務第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 57
 購入等件名及び数量 小口貨物等集配送業
務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。なお、入札
書に記載する金額は、消費税及び地方消費税
を含むものとする。

２ 競争参加資格
 経営状態並びに信用状態が良好である者。
 業務の実行に必要な能力を有すると認めら
れる者。
 令和６～８年度日本中央競馬会「物品等の
調達に係る競争参加者資格及び等級格付け審
査基準」により、「契約の種類」が「役務等契

約」であって「業種の区分」が「梱包・発送・
運送等」、または令和７・８・９年度全省庁
統一資格により、「資格の種類」が「役務の提
供等」であって「調達する物品等の種類」が
「運送」であり、ＡまたはＢに格付けされ
ている者。なお、競争参加資格を有しないで
入札に参加しようとする者は、入札書提出期
限までに競争参加資格が付与され、当該等級
に該当する場合のみ入札に参加できる。詳細
は下記ＵＲＬ参照のこと。
https://jra.jp/company/product/bid/

 本公告の日から開札日までの間に、本会ま
たは農林水産省の機関から競争入札参加停止
措置を受けている日が含まれていないこと。
 その他の条件については、入札説明書に記
載する。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び参加資格等問い合
わせ先 〒1050003 東京都港区西新橋１
１１ 日本中央競馬会 法務部契約室
tel0335915251（代表）
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
１日11時00分 日本中央競馬会 本部４階
404会議室
 入札説明書の交付方法 入札説明会の際、
直接交付する。
 参加資格審査書類の事前提出期限及び場所
令和８年10月29日12時00分 日本中央競馬
会 本部総務部総務課
※提出方法の詳細は入札説明書に記載する。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年11月
６日11時00分 日本中央競馬会 本部４階
412会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、

落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。
 本入札は「低入札価格調査制度」が適用さ
れるものとする。

入札公告の訂正

令和８年９月 15 日
東日本高速道路株式会社
代表取締役社長 吉岡 幹夫

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 13
１ 掲載日 令和８年８月６日（号外政府調達第
145号19・20ページ）
２ 訂正内容 ３交付期間「令和８年８月６
日から令和８年９月４日までとする。」を「令和
８年８月６日から令和８年９月11日までとす
る。」に、３提出期限「令和８年９月４日16

入札公告の取消
令和８年９月 15 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

東京病院長 松井 弘稔
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 13
令和８年８月３日付（号外政府調達第142号・

20ページ）掲載の入札公告「医薬品 一式（東京
病院独自調達分）」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、同種工事である複
数の工事を一括に審査及び評価を行う「一括審査
方式」の試行工事です。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて６件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
す。
なお、本公告は、インターネットの入札情報サー
ビス（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載さ
れています。
令和８年９月 15 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
Ａ工事 令和８年度曽々木地区特定緊急地す

べり対策工事（以下「Ａ工事」という。）
（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）

時」を「令和８年９月11日16時」に、３提
出期限「令和８年10月５日16時」を「令和８年
10月８日16時」に、３日時「令和８年10月
15日14時」を「令和８年10月19日14時」に、５
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification「4 : 00 P.M. 4. September. 2026」
を「4 : 00 P.M. 11. September. 2026」に、５
Time‑limit for the submission of tender

「4 : 00 P.M. 5. October. 2026」を「4 : 00 P.M.
8. October. 2026」に訂正します。５ Summary

 Official in charge of contract : SUGA‑

NUMA, Takaaki, General Manager, Con‑

tract and Procurement Division, Legal Af‑

fairs Department of Japan Racing Associa‑

tion.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 57

 Nature and Quantity of the services to be

purchased : Parcel Collection and Delivery

Services.

 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A, B

 Time limit of tender : By 11 : 00 6 No‑

vember 2026.

 Contact point for the notice : Contract

and Procurement Division, Legal Affairs

Department of Japan Racing Association,

111 Nishi‑shimbashi, Minato‑ku,

Tokyo 1050003 JAPAN tel : 033591
5251 E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp
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Ｂ工事 令和８年度仁江地区特定緊急地すべ
り対策工事（以下「Ｂ工事」という。）
（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）

Ｃ工事 令和８年度河原田川特定緊急その２
工事（以下「Ｃ工事」という。）（電子
入札対象案件）（電子契約対象案件）

Ｄ工事 令和８年度町野川（寺地川）特定緊
急工事（以下「Ｄ工事」という。）（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）

Ｅ工事 令和８年度町野川（鈴屋川・牛尾川）
特定緊急工事（以下「Ｅ工事」という。）
（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）

Ｆ工事 令和８年度奥能登豪雨塚田川特定緊
急工事（以下「Ｆ工事」という。）（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）

 工事場所
Ａ工事 石川県輪島市町野町曽々木地先
Ｂ工事 石川県珠洲市仁江地先
Ｃ工事 石川県輪島市一ノ瀬地先
Ｄ工事 石川県輪島市町野町寺地地先
Ｅ工事 石川県輪島市町野町鈴屋地先・寺山

地先
Ｆ工事 石川県輪島市大野町地先・久手川地

先

Ｅ工事
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ）（鈴屋工区）

7500
掘削工（ＩＣＴ）（牛尾工区）

8700
コンクリート堰堤工（鈴屋工区） 4465
コンクリート堰堤工（牛尾工区） 2920
仮設工 １式
Ｆ工事
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ）（善之谷内川）

3000
掘削工（ＩＣＴ）（塚田川）

4700
コンクリート堰堤工（善之谷内川）

4460
鋼製堰堤工（塚田川） 807ｔ
仮設工 １式

 工期
Ａ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和９年３月31日まで
Ｂ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和９年３月31日まで
Ｃ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和10年２月10日まで
Ｄ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和10年２月10日まで
Ｅ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和10年２月10日まで
Ｆ工事 全体工期：契約締結日の翌日から令

和10年２月10日まで
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。

２）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※事務連絡については、北陸地方整備局
ホームページを参照：https://www.hrr.
mlit.go.jp/gijyutu/sougouchinage/index.

html

３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
４）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
５）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。

10）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（受
注者希望型）である。
11）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
12）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
13）本工事は、発注者が提示する新技術の活
用を図る新技術活用工事である。
14）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
15）Ｅ・Ｆ工事は、施工箇所が点在する工事
であり、Ｅ工事においては、『鈴屋地区』、『牛
尾地区』、Ｆ工事においては、『善之谷内川』、
『塚田川』ごとに共通仮設費及び現場管理
費を算出している工事である。

 工事内容
Ａ工事
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 7900
法面工 植生工 2000

鉄筋挿入 3000ｍ
コンクリート堰堤工 7200
仮設工 １式
Ｂ工事
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 19300

盛土工（ＩＣＴ） 1100
法面工 吹付枠 4600
コンクリート堰堤工 6466
Ｃ工事
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 207400

盛土工（ＩＣＴ） 7600
法面工 植生マット 11230
コンクリート堰堤工 1823
仮設工 １式

Ｄ工事
砂防土工 掘削工 2000

掘削工（ＩＣＴ） 12000
盛土工 130

法面工 吹付枠 1302
コンクリート堰堤工 6803
仮設工 １式

６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
７）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。

なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
８）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
発注者指定型）である。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（（ＩＣＴ法面
工（Ａ工事、Ｃ工事、Ｄ工事）、施工者希
望Ⅱ型）、ＩＣＴ砂防・ほくりく（Ｃ工事、
Ｄ工事、Ｅ工事、Ｆ工事））の対象工事であ
る。
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16）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
17）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
18）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
19）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
20）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
21）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
22）本工事は、「令和８年度能登半島地震の被
災地（石川県）で適用する施工パッケージ
型積算方式標準単価表」および「能登半島
地震の被災地で適用する土木工事標準歩
掛」を用いた積算方式の試行対象工事であ
る。
23）本工事は、契約締結後に「新たな施工技
術等の活用とＰＲに関する工夫」を求める
対象工事である。内容の詳細は、特記仕様
書によることとする。
24）本工事は、一括審査方式において複数名
申請を可能とする試行工事である。

２ 競争参加資格
次のからの要件を満たしている者により
構成される地域維持型建設共同企業体であっ
て、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
９月15日付け北陸地方整備局長）に示すところ
により北陸地方整備局長からＡ工事にあっては
「令和８年度曽々木地区特定緊急地すべり対策
工事に係る地域維持型建設共同企業体」、Ｂ工
事にあっては「令和８年度仁江地区特定緊急地
すべり対策工事に係る地域維持型建設共同企業
体」、Ｃ工事にあっては「令和８年度河原田川

特定緊急その２工事に係る地域維持型建設共同
企業体」、Ｄ工事にあっては「令和８年度町野
川（寺地川）特定緊急工事に係る地域維持型建
設共同企業体」、Ｅ工事にあっては「令和８年
度町野川（鈴屋川・牛尾川）特定緊急工事に係
る地域維持型建設共同企業体」、Ｆ工事にあっ
ては「令和８年度町奥能登豪雨塚田川特定緊急
工事に係る地域維持型建設共同企業体」、とし
ての競争参加資格の認定を受けている者（以下
「地域ＪＶ」という。）、又は次のからの要
件を満たしている単体有資格業者（以下「単体」
という。）及び経常建設共同企業体（以下「経常
ＪＶ」という。）であること。
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
競争参加資格者で一般土木工事の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、北陸地方整備局長が別に定める手続に基
づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
土木工事に係る一般競争参加資格の認定の際
に客観的事項（共通事項）について算定した
点数（経営事項評価点数）が1200点以上で
あること。ただし、地域ＪＶのうち代表者以
外の構成員にあっては、経営事項評価点数に
ついては求めない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者、又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（上
記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 地域ＪＶ（登録申請中含む。）にあっては、
構成員について、１者以上は発注工事に対応
する建設業種の許可を受けている本店が石川
県内にあること。

 平成23年度以降に元請として完成した工事
で、下記ａ）の要件を満たす工事の施工実績
を有すること。経常ＪＶ又は地域ＪＶにあっ
ては構成員のうち１社が下記ａ）の施工実績
を有していること。元請として完成した工事
については、海外インフラプロジェクト技術
者認定・表彰制度により認定された工事も施
工実績に含むものとする。ただし、大臣官房
官庁営繕部又は地方整備局（港湾空港関係事
務に関することを除く。）所掌の工事に係るも
のにあっては、評定点が65点未満のものを除
く。
ａ）砂防堰堤（砂防ダム）の施工実績を有す
ること。

 建設共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が特定建設工事共同企業体（以下「特
定ＪＶ」という。）、地域ＪＶ及び異工種建設
工事共同企業体（以下「異工種ＪＶ」という。）
にあっては均等割の10分の６以上、経常ＪＶ
にあっては20％以上のものに限る。また、特
定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常ＪＶ
における乙型共同企業体としての実績は、協
定書の分担工事の実績のみ同種工事の施工実
績として認める。
 同一の企業が、単体、経常ＪＶ又は地域Ｊ
Ｖのうち複数の形態をもって同一の入札に同
時に参加することは認めない。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者、又は
監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期と終
期を設定できる工事であり、契約締結日の翌
日から工事の始期までの間は、主任技術者又
は監理技術者の配置を要せず、工事の始期以
降に配置できること。
ａ）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
ｂ）平成23年度以降に、元請として完成した
上記ａ）に掲げる要件を満たす工事の施
工経験を有すること（建設共同企業体の技
術者としての経験は、所属する構成員の出
資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種Ｊ

Ｖにあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上の場合のものに限
る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種Ｊ
Ｖ及び経常ＪＶにおける乙型共同企業体の
技術者としての経験は、協定書の分担工事
の実績のみ同種工事の施工経験として認め
る。）。なお、地域ＪＶ及び経常ＪＶにあっ
ては、構成員のうち１社の主任技術者又は
監理技術者が上記に掲げる要件を満たす
工事の施工経験を有していればよい。
元請けとして完成した上記ａ）に掲げ
る要件を満たす工事については、海外イン
フラプロジェクト技術者認定・表彰制度に
より認定された工事も施工経験に含むもの
とする。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方整
備局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係る経験である場合に
あっては、評定点が65点未満のものを除く。
ｃ）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
ｄ）本工事は、工事契約後、配置予定の主任
技術者又は監理技術者を専任指導者として
配置することができる試行工事であり、専
任指導者として配置する場合は、工事契約
後10日以内（土日祝日を除く）に監督員に
申し出なければならない。また、専任指導
者として配置することにより、新たに配置
することになる主任（監理）技術者は次の
またはの施工経験を有すること（建設
共同企業体の技術者としての経験は、所属
する構成員の出資比率が特定ＪＶ、地域Ｊ
Ｖ及び異工種ＪＶにあっては均等割の10分
の６以上、経常ＪＶにあっては20％以上の
ものに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共同
企業体の技術者としての経験は、協定書の
分担工事の実績のみ同種工事の施工経験と
して認める。）。
 前記ｂ）の要件を満たす者。
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 令和３年度以降に、国土交通省の北陸
を含む８地方整備局（港湾空港関係事務
に関することを除く。）所掌の工事の主任
（監理）技術者若しくは現場代理人とし
ての施工経験があること（配置予定の主
任（監理）技術者の代要件）。ただし、
契約工期（技術者の配置が不要な期間を
除き、土曜日、日曜日、その他休日を含
む。）の１／２以上に従事していること。
また、当該施工経験の工事の評定点が65
点未満のものを除く。

ｅ）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の場合の監理技術者の配置は認めない。

 地域ＪＶにあっては、全ての構成員が、発
注工事に対応する建設業法の許可業種に係る
監理技術者又は国家資格を有する主任技術者
を工事現場に専任で配置できること。ただし、
土木工事業の許可を有する構成員で、一般土
木工事の工事種別において構成員の中で最も
上位の等級を有する有資格者が当該許可業種
に係る監理技術者又は主任技術者を専任で配
置する場合は、他の構成員の設置する技術者
の専任を求めないものとするが、上記ａ）
の施工経験は専任で配置する技術者が有する
こと。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３
月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停
止の措置を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 過去に調査基準価格を下回った価格をもっ
て契約し、工事成績評定が60点未満の工事成
績評定通知書を通知された者は、その通知日

から下記５の申請書の提出期限日までの期
間が１年を経過していること（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が特定
ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均
等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものを対象とする。）。
 提出された技術提案が適正であること。
 入札に参加しようとする者の代表者又は代
理権限のある名義人のＩＣカードにより、電
子入札システムから入札説明書及び全ての配
付資料（変更分を含む。）をダウンロードした
者又は下記５４）に指定する方法で交付を
受けた者であること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ コンクリート堰堤の品質確保に関する
工夫
⒝ 能登地域の復旧復興への配慮に関する
工夫
⒞ 配置予定技術者のヒアリング
・技術提案の理解度
・施工上配慮すべき事項の適切性

３）企業の技術力
Ａ．企業の施工能力
⒜ ワーク・ライフ・バランス等推進企
業

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準

点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100
点＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加
算点）／入札価格

 配置予定技術者のヒアリング 配置予定技
術者を対象とした技術提案の理解度を評価す
るヒアリングを実施する場合がある。
 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に通知された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。

受注者の責めにより、入札時に記載した「技
術提案」以上の施工が行われない場合は、以
下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により「技術提案」に影響を及
ぼす場合の取扱いは、発注者と受注者とが協
議して決定するものとする。
 技術資料についてヒアリングを実施する場
合がある。その場合の日時・方法等必要事項
は別途通知する。
 競争参加確認通知については、巻末資料「本
入札手続に係る期間等」に示す日までに電
子入札システムにて通知する。ただし、書面
により提出されたものに対しては書面により
通知する。
 技術提案に係る施工計画の採否について
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
に示す日までに電子入札システムにて通知す
る。その際、技術提案が適正とされなかった
場合はその理由を付して通知する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
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４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）電子入札システムによる受付期間：巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。
２）郵送、託送又は電子メールによる受付期
間：巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880（代表） 内線
2527
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期
間等」のとおり。
提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
３）開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計

図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術者、
監理技術者、専任指導者等の専任性及び要件
違反の事実が確認された場合は、契約を結ば
ないことがある。なお、種々の状況からやむ
を得ないものとして承認された場合の外は、
配置予定技術者の変更は認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者とは別に主任技術者、監理技術者と同等の
要件を満たす技術者を配置すること。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種
ＪＶにあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上のものを対象とす
る。）。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が地域Ｊ
Ｖ又は経常ＪＶである場合においては、その
代表者。）の本店所在地（日本国内に本店がな
い場合においては、日本国内の主たる営業所
の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記
に定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masatoshi Ueta, Di‑

rector‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Specific

Emergency Landslide Countermeasure

Works in Sosogi District (FY2026)／Specif‑
ic Emergency Landslide Countermeasure

Works in Nie District (FY2026)／Specific
Emergency Construction Project No. 2 for

the Kawarada River FY2026)／ Specific
Emergency Construction for the Machino

River (Teraji River Section) FY2026)／Spe‑
cific Emergency Construction for the Mac‑

hino River (Suzuya River, Ushio River Sec‑

tion) FY2026)／Specific Emergency Con‑
struction for the Tukada River FY2026)


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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年９月 15 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 手取川西川樋門新築工事（電子入
札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 石川県白山市湊町地先
 工事内容
１）河川土工
掘削工 51600
盛土工 96400

２）法覆護岸工
コンクリートブロック工 4911

３）樋門本体工
函渠工、翼壁工 1819

４）護床工 １式
５）仮設工 １式
 工期 全体工期：契約締結日の翌日から令
和11年３月30日まで

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification and the submission of technical

proposal by electronic bidding system :

13 : 00 16 Oct. 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 19

Jan. 2027 (tenders brought with 13 : 00 19

Jan. 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki
Town Chuo Ward Niigata city, Niigata

Pref, Japan 9508801 TEL 0252808880
ex. 2527

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加確認通知 令和８年12月３日ま
で。
 技術提案に係る施工計画の採否 令和８年
12月３日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年９月15
日から令和９年１月18日までの９時00分から
17時00分まで。
 申請書及び資料の提出期間 令和８年10月
14日から令和８年10月15日までの９時00分か
ら17時00分まで及び令和８年10月16日の９時
00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年12月４日から令和９年１月18日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年１月
19日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年12月４日まで。）。
 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年１月19日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
１月19日13時00分まで。

 開札の日時
Ａ工事 令和９年１月22日10時30分
Ｂ工事 令和９年１月22日11時30分
Ｃ工事 令和９年１月22日13時30分
Ｄ工事 令和９年１月22日14時30分
Ｅ工事 令和９年１月22日15時30分
Ｆ工事 令和９年１月22日16時30分

 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい

て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※事務連絡については、北陸地方整備局
ホームページを参照：https://www.hrr.
mlit.go.jp/gijyutu/sougouchinage/

index.html

３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
４）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
５）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
７）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択

する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
８）本工事は、「施工者と契約した第三者によ
る品質証明」の試行対象工事である。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
発注者指定型）である。
10）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ法面
工、舗装工、施工者希望Ⅱ型）の対象工事
である。
11）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
12）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
13）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
14）本工事は、発注者が提示する新技術の活
用を図る新技術活用工事である。
15）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
16）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
17）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
18）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
19）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
20）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
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21）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
22）本工事は、配置予定技術者に関する申請
書類について開札後に提出を求める試行工
事である。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
競争参加資格者で一般土木工事の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、北陸地方整備局長が別に定める手続に基
づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと。）。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）における令和７・８年度一般
土木工事に係る一般競争参加資格の認定の際
に客観的事項（共通事項）について算定した
点数（経営事項評価点数）が1200点以上で
あること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者、又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者（上
記の再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 平成23年度以降に元請として完成した工事
で、下記ａ）の要件を満たす工事の施工実績
を有すること。なお、経常建設共同企業体（以
下「経常ＪＶ」という。）にあっては構成員の
うち１社が下記ａ）の施工実績を有している
こと。元請として完成した工事については、
海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰
制度により認定された工事も施工実績に含む
ものとする。ただし、大臣官房官庁営繕部又
は地方整備局（港湾空港関係事務に関するこ

とを除く。）所掌の工事に係るものにあって
は、評定点が65点未満のものを除く。
ａ）堤防を横過して設置された継手を有する
樋門又は樋管で、内空断面積が10以上の
ものが２連以上の施工実績を有すること。

 建設共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が特定建設工事共同企業体（以下「特
定ＪＶ」という。）、地域維持型建設共同企業
体（以下「地域ＪＶ」という。）及び異工種建
設工事共同企業体（以下「異工種ＪＶ」とい
う。）にあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上のものに限る。また、
特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種ＪＶ及び経常Ｊ
Ｖにおける乙型共同企業体としての実績は、
協定書の分担工事の実績のみ同種工事の施工
実績として認める。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者、又は
監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期と終
期を設定できる工事であり、契約締結日の翌
日から工事の始期までの間は、主任技術者又
は監理技術者の配置を要せず、工事の始期以
降に配置できること。
ａ）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
ｂ）平成23年度以降に、元請として完成した
上記ａ）に掲げる要件を満たす工事の施
工経験を有すること（建設共同企業体の技
術者としての経験は、所属する構成員の出
資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種Ｊ
Ｖにあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上の場合のものに限
る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種Ｊ
Ｖ及び経常ＪＶにおける乙型共同企業体の
技術者としての経験は、協定書の分担工事
の実績のみ同種工事の施工経験として認め
る。）。なお、経常ＪＶにあっては、構成員
のうち１社の主任技術者又は監理技術者が
上記に掲げる要件を満たす工事の施工経
験を有していればよい。
元請として完成した上記ａ）に掲げる
要件を満たす工事については、海外インフ
ラプロジェクト技術者認定・表彰制度によ
り認定された工事も施工経験に含むものと
する。

ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方整
備局（港湾空港関係事務に関することを除
く。）所掌の工事に係る経験である場合に
あっては、評定点が65点未満のものを除く。
ｃ）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
ｄ）本工事は、工事契約後、配置予定の主任
技術者又は監理技術者を専任指導者として
配置することができる試行工事であり、専
任指導者として配置する場合は、工事契約
後10日以内（土日祝日を除く）に監督員に
申し出なければならない。また、専任指導
者として配置することにより、新たに配置
することになる主任（監理）技術者は次の
またはの施工経験を有すること（建設
共同企業体の技術者としての経験は、所属
する構成員の出資比率が特定ＪＶ、地域Ｊ
Ｖ及び異工種ＪＶにあっては均等割の10分
の６以上、経常ＪＶにあっては20％以上の
ものに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共同
企業体の技術者としての経験は、協定書の
分担工事の実績のみ同種工事の施工経験と
して認める。）。
 前記ｂ）の要件を満たす者。
 令和３年度以降に、国土交通省の北陸
を含む８地方整備局（港湾空港関係事務
に関することを除く。）所掌の工事の主任
（監理）技術者若しくは現場代理人とし
ての施工経験があること（配置予定の主
任（監理）技術者の代要件）。ただし、
契約工期（技術者の配置が不要な期間を
除き、土曜日、日曜日、その他休日を含
む。）の１／２以上に従事していること。
また、当該施工経験の工事の評定点が65
点未満のものを除く。

ｅ）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の場合の監理技術者の配置は認めない。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限日から開札の時まで
の期間に、北陸地方整備局長から工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３

月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停
止の措置を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 過去に調査基準価格を下回った価格をもっ
て契約し、工事成績評定が60点未満の工事成
績評定通知書を通知された者は、その通知日
から下記５の申請書の提出期限日までの期
間が１年を経過していること（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が特定
ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶにあっては均
等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものを対象とする。）。
 入札に参加しようとする者の代表者又は代
理権限のある名義人のＩＣカードにより、電
子入札システムから入札説明書及び全ての配
付資料（変更分を含む。）をダウンロードした
者又は下記５４）に指定する方法で交付を
受けた者であること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ 樋門本体工における品質確保に関する
工夫
⒝ 築堤護岸工（植生工は除く）の確実な
施工に関する工夫

３）企業の技術力
Ａ．企業の施工能力
⒜ ワーク・ライフ・バランス等推進企
業






令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100
点＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加
算点）／入札価格

 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により当該「技術提案に係る施
工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、発
注者と受注者とが協議して決定するものとす
る。
 競争参加確認通知については、巻末資料「本
入札手続に係る期間等」に示す日までに電
子入札システムにて通知する。ただし、書面
により提出されたものに対しては書面により
通知する。
 技術提案に係る施工計画の採否について
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
に示す日までに電子入札システムにて通知す
る。その際、技術提案が適正とされなかった
場合はその理由を付して通知する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2528
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/

２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）電子入札システムによる受付期間：巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。
２）郵送、託送又は電子メールによる受付期
間：巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880（代表） 内線
2528
電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期
間等」のとおり。

提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2528
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに限
る。提出期間内必着。）により提出すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
３）開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書によ
る。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。
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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 ＣＯＲＩＮＳ等に
より配置予定の主任技術者、監理技術者等の
場合の監理技術者等の専任性及び要件違反の
事実が確認された場合は、契約を結ばないこ
とがある。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者又は専任特例等の場合の監理技術者等、監
理技術者補佐とは別に主任技術者、監理技術
者と同等の要件を満たす技術者を配置するこ
と。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶにあっ
ては均等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっ
ては20％以上のものを対象とする。）。

 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事においては、短い間隔で出来高に応
じた部分払や設計変更協議を実施する「出来
高部分払方式」を採用する。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記５により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該一般競争参加資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が経常Ｊ
Ｖである場合においては、その代表者。）の本
店所在地（日本国内に本店がない場合におい
ては、日本国内の主たる営業所の所在地。以
下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提出
場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : Masatoshi Ueta,

Director‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Tedori River Nishi River

Sluice Gate New Construction

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification by electronic bidding system :

13 : 00 16 Oct. 2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal by electronic bidding system :

13 : 00 16 Oct. 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 19

Jan. 2027 (tenders brought with 13 : 00 19

Jan. 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑
chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.
2528

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加資格確認通知 令和８年12月３日
まで。
 技術提案に係る施工計画の採否 令和８年
12月３日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年９月15
日から令和９年１月18日までの９時00分から
17時00分まで。
 申請書及び資料の受付期間 令和８年10月
14日から令和８年10月15日までの９時00分か
ら17時00分まで及び令和８年10月16日の９時
00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年12月４日から令和９年１月18日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年１月
19日の９時00分から13時00分まで。（利付国
債の提供の場合は令和８年12月４日まで。）。

 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年１月19日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
１月19日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年１月22日10時00分

競争参加者の資格に関する公示

「令和８年度曽々木地区特定緊急地すべり対策
工事（以下「Ａ工事」という。）」、「令和８年度仁
江地区特定緊急地すべり対策工事（以下「Ｂ工事」
という。）」、「令和８年度河原田川特定緊急その２
工事（以下「Ｃ工事」という。）」、「令和８年度町
野川（寺地川）特定緊急工事（以下「Ｄ工事」と
いう。）」、「令和８年度町野川（鈴屋川・牛尾川）
特定緊急工事（以下「Ｅ工事」という。）」及び「令
和８年度奥能登豪雨塚田川特定緊急工事（以下「Ｆ
工事」という。）」に係る地域維持型建設共同企業
体としての競争参加者の資格（以下「地域維持型
建設共同企業体としての資格」という。）を得よう
とする者の申請方法等について、次のとおり公示
します。
令和８年９月 15 日

北陸地方整備局長 植田 雅俊
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事名
【Ａ工事】
令和８年度曽々木地区特定緊急地すべり対策
工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
【Ｂ工事】
令和８年度仁江地区特定緊急地すべり対策工
事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
【Ｃ工事】
令和８年度河原田川特定緊急その２工事（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）
【Ｄ工事】
令和８年度町野川（寺地川）特定緊急工事（電
子入札対象案件）（電子契約対象案件）


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５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（地域維持型建設共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、北陸地方整備局ホームペー
ジから入手するものとする。
https://www.hrr.mlit.go.jp/keiyaku/JV_
shinsei.html

 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、原則として電子メー
ル（着信確認を行うこと。）により提出するこ
と。
〇「地域維持型建設共同企業体協定書（甲）」
の写し
【提出先】北陸地方整備局総務部契約課工事
契約調整係 電話：0252808880
電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

６ 地域維持型建設共同企業体としての資格及び
その審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房会計課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令

和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体及び次に掲げる条
件を満たさない地域維持型建設共同企業体につ
いては、地域維持型建設共同企業体としての資
格がないと認定する。それ以外の地域維持型建
設共同企業体については、令和８年３月31日付
け公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項
（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て地域維持型建設共同企業体としての資格があ
ると認定する。
 地域維持型建設共同企業体の構成 地域維
持型建設共同企業体の構成は、次の条件を満
たす２又は３社までとし、建設業法（昭和24
年法律第100号）の土木工事業の許可を有す
る者を少なくとも１社含む組合せとする。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格で一般土木工事の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。（の再認定を受
けた者にあっては、当該再認定の際に、経
営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）
ただし、地域維持型建設共同企業体のう
ち代表者以外の構成員にあっては、経営事
項評価点数については、求めない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。

 競争参加資格に係る申請の期限の日から
開札の時までの期間に、北陸地方整備局長
から工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年３月29日付け建設省厚第91
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 一の企業が、本工事の競争参加資格確認
申請から開札までの期間において、北陸地
方整備局管内において結成する地域維持型
建設共同企業体は、１つの組み合わせによ
るものとする。ただし、地域維持型建設共
同企業体で請け負った履行中の工事と、別
の組み合わせの地域維持型建設共同企業体
により競争参加資格確認申請する本工事の
工期が重複せず、北陸地方整備局長が必要
と認める場合は、別の組み合わせで地域維
持型建設共同企業体を結成し登録すること
ができるものとする。
 中小企業等協同組合法による事業協同組
合でないこと。

 構成員の技術的要件 地域維持型建設共同
企業体の構成員は、令和８年９月15日におい
て次の条件を満たすものとする。
 平成23年度以降に元請として完成した工
事で、構成員のうち１者が下記ａ）の要件
を満たす同種工事の施工実績を有するこ
と。（建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定建設工事共同企業体、
地域維持型建設共同企業体及び異工種建設
工事共同企業体にあっては均等割の10分の
６以上、経常建設共同企業体にあっては
20％以上のものに限る。また、特定建設工
事共同企業体、地域維持型建設共同企業体、
異工種建設工事共同企業体及び経常建設共
同企業体における乙型共同企業体としての
実績は、協定書の分担工事の実績のみ同種
工事の施工実績として認める。）元請として
完成した工事については、海外インフラプ
ロジェクト技術者認定・表彰制度により認
定された工事も施工実績に含むものとす
る。ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関することを
除く。）所掌の工事に係るものにあっては、
評定点が65点未満のものを除く。
ａ）砂防堰堤（砂防ダム）の施工実績を有
すること。

【Ｅ工事】
令和８年度町野川（鈴屋川・牛尾川）特定緊
急工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
【Ｆ工事】
令和８年度奥能登豪雨塚田川特定緊急工事

（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所
【Ａ工事】石川県輪島市町野町曽々木地先
【Ｂ工事】石川県珠洲市仁江地先
【Ｃ工事】石川県輪島市一ノ瀬地先
【Ｄ工事】石川県輪島市町野町寺地地先
【Ｅ工事】石川県輪島市町野町鈴屋地先・寺山

地先
【Ｆ工事】石川県輪島市大野町地先・久手川地

先
３ 工事内容
【Ａ工事】
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 7900
法面工 植生工 2000

鉄筋挿入 3000ｍ
コンクリート堰堤工 7200
仮設工 １式
【Ｂ工事】
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 19300

盛土工（ＩＣＴ） 1100
法面工 吹付枠 4600
コンクリート堰堤工 6466
【Ｃ工事】
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ） 207400

盛土工（ＩＣＴ） 7600
法面工 植生マット 11230
コンクリート堰堤工 1823
仮設工 １式
【Ｄ工事】
砂防土工 掘削工 2000

掘削工（ＩＣＴ） 12000
盛土工 130

法面工 吹付枠 1302
コンクリート堰堤工 6803
仮設工 １式

【Ｅ工事】
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ）（鈴屋工区）

7500
掘削工（ＩＣＴ）（牛尾工区）

8700
コンクリート堰堤工（鈴屋工区） 4465
コンクリート堰堤工（牛尾工区） 2920
仮設工 １式
【Ｆ工事】
砂防土工 掘削工（ＩＣＴ）（善之谷内川）

3000
掘削工（ＩＣＴ）（塚田川）

4700
コンクリート堰堤工（善之谷内川）

4460
鋼製堰堤工（塚田川） 807ｔ
仮設工 １式

４ 申請の時期
令和８年９月15日から令和８年10月16日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年10月17日以降当該建設工事に
係る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を
除く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
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 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が３年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保できると認められる場
合においては、許可を有しての営業年数が
３年未満であってもこれを同等として取扱
うことができるものとする。
 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を工事
現場に専任で配置することができること。
ただし、土木工事業の許可を有する構成員
で、一般土木工事の工事種別において構成
員の中で最も上位の等級を有する有資格業
者が当該許可業種に係る監理技術者又は主
任技術者を専任で配置する場合は、他の構
成員の配置する技術者の専任を求めないも
のとするが、上記ａ）の施工経験は専任
で配置する技術者が有すること。
 構成員について、１者以上は発注工事に
対応する建設業法の許可業種の許可を受け
ている本店が石川県内にあること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。
 代表者要件 地域維持型建設共同企業体の
代表者は、土木工事業の許可を有する者の中
から、構成員において決定されたものとする。
 地域維持型建設共同企業体の協定 「地域
維持型建設共同企業体協定書（甲）」の様式は
上記５へアクセスして入手するものとす
る。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体の取扱
い
上記６の認定（上記６の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体も上記５及び６に
より申請をすることができる。この場合におい
て、地域維持型建設共同企業体としての資格が

認定されるためには、上記６の認定を受け
ていない構成員が北陸地方整備局（港湾空港関
係事務に関することを除く。）における令和７・
８年度の一般土木工事に係る一般競争（指名競
争）参加資格の認定を受けることが必要である。
また、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに地域維持型建設共同企業体として
の資格の審査が終了しない場合は、競争に参加
できないことがある。
８ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

９ 資格の有効期間
地域維持型建設共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
10 その他
 地域維持型建設共同企業体の名称は、Ａ工
事は「令和８年度曽々木地区特定緊急地すべ
り対策工事 ・地域維持型建設共同企
業体」、Ｂ工事は「令和８年度仁江地区特定
緊急地すべり対策工事 ・地域維持型
建設共同企業体」、Ｃ工事は「令和８年度河
原田川特定緊急その２工事 ・地域維
持型建設共同企業体」、Ｄ工事は「令和８年
度町野川（寺地川）特定緊急工事 ・
地域維持型建設共同企業体」、Ｅ工事は「令
和８年度町野川（鈴屋川・牛尾川）特定緊急
工事 ・地域維持型建設共同企業体」、
Ｆ工事は「令和８年度奥能登豪雨塚田川特定
緊急工事 ・地域維持型建設共同企業
体」とする。
 当該工事にかかる競争に地域維持型建設共
同企業体として参加するためには、開札の時
において、地域維持型建設共同企業体として
の資格の認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加者資格の確認を受けていなければならな
い。

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年９月 15 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 中山 裕司

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 導入計画物品及び数量 マルチモーダル多
言語処理技術のための計算機資源の借入 一
式
 調達方法 借入
 導入目的 情報通信研究機構は、マルチ
モーダル多言語処理技術に関する研究プロ
ジェクトを推進している。AIを活用して音
声・画像等のマルチモーダルデータやコンテ
クストを把握する多言語処理技術に必要な研
究開発と実証を推進する。
 導入予定時期 令和９年度第２・四半期以
降
 調達に必要とされる基本的な要求要件 本
計算機資源は、ディープラーニング計算シス
テム、制御用システム、高速・高信頼ストレー
ジシステム、高速ネットワーク等から構成さ
れる。
 ディープラーニング計算システムは、８
以上20以下の計算ノードから構成され、各
計算ノードは２基以上のCPUおよび８基
以上のGPGPUを搭載していること。
 ディープラーニング計算システムの各計
算ノードが搭載する各GPGPUは、ECC機
能を備えた141GB以上のメモリを有してい
ること。また、メモリ帯域幅は48TB／s
以上、GPU間の相互接続帯域幅は双方向
で900GB／s以上であること。
 単一GPGPUでの理論演算性能は、単精
度浮動小数点演算で67TFLOPS以上であ
ること。

 ディープラーニング計算システムの各計
算ノードの主記憶容量は、１TB以上搭載
していること。
 制御用システムは、１または複数の制御
用サーバから構成され、システム全体のロ
グインノードやバッチ処理サーバ等を含
む、システム全体の制御に必要な機能を有
すること。
 高速・高信頼ストレージシステムは、１
PiB以上の実効容量を有し、高速かつ高信
頼な並列ファイルシステムを提供するこ
と。また、すべてのサーバから高速にアク
セス可能であること。
 高速ネットワークは、10Gbps以上の帯
域を有しており、すべてのサーバおよびス
トレージと接続すること。
 オペレーティングシステムはUNIXに準
拠し、ディープラーニング計算システムは
バッチ処理機能を有すること。
 ディープラーニング計算システムは、
FORTRAN、C、C＋＋等の言語、MPI等
の並列プログラミング環境、開発環境およ
びディープラーニングのための各種ツール
群を備えていること。また、CUDAに代
表される一般的な開発ツールを用いてプロ
グラム可能であること。
 ハードウェアおよびソフトウェアの保守
支援体制、既存プログラムの最適化支援体
制およびその他プログラム等の開発支援体
制を備えること。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料及び同(6)の要求
要件等に関するコメント並びに提供可能なライ
ブラリーに関する資料等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 令和８年10月26日17時
00分まで必着のこと。
 提出先 〒6190289 京都府相楽郡精華町
光台３５ 情報通信研究機構ユニバーサル
コミュニケーション研究所総合企画室 共通
基盤グループ 田中 康司 電話077498
6878
Ｅメール ci-post@khn.nict.go.jp
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３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月26日まで。
 交付場所 情報通信研究機構ホームページ
の調達情報よりダウンロードして入手するこ
と。

４ 説明会の開催 開催しない。
５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Rental of Computational Re‑

sources for Multimodal Multilingual Pro‑

cessing Technologies, 1 set

 Type of the procurement : Rent

 Basic requirements of the procurement :

These computational resources shall in‑

clude a deep learning computing system, a

control system, a high‑speed, highly reliable

storage system, and a high‑speed network

 The deep learning computing system

shall consist of 8 to 20 computing nodes,

and each computing node shall be equipp‑

ed with at least 2CPUs and at least

8GPGPUs

 Each GPGPU in each computing node

of the deep learning computing system

shall have at least 141GB of ECC‑enabled

memory, at least 4.8TB／s of memory
bandwidth, and at least 900GB／s of bi‑
directional GPU interconnect bandwidth

 Theoretical computational

performance of a single GPGPU shall be

at least 67TFLOPS in single‑precision

floating‑point operations

 Each computing node of the deep learn‑

ing computing system shall have at least

1TB of main memory

 The control system shall consist of one

or more control servers and shall provide

the functions necessary to manage the en‑

tire system, including login nodes and

batch processing servers

 The high‑speed, high‑reliability storage

system shall provide an effective capac‑

ity of at least 1PiB, support a high‑speed,

high‑reliability parallel file system, and

be accessible at high speed from all serv‑

ers

 The high‑speed network shall provide a

bandwidth of at least 10Gbps and connect

all servers and storage systems

 The operating system shall be UNIX‑

compliant, and the deep learning comput‑

ing system shall support batch processing

 The deep learning computing system

shall support programming languages

such as FORTRAN, C, and C++, a paral‑

lel programming environment such as

MPI, development tools, and various

deep learning frameworks. The system

shall also be programmable using com‑

mon development tools such as CUDA

 The system shall include hardware and

software maintenance support, optimiza‑

tion support for existing programs, and

development support for other software

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 26 October 2026

 Contact point for the notice : Kouji

Tanaka, Common Infrastructure Group,

General Planning Office, Universal Com‑

munication Research Institute, National In‑

stitute of Information and Communications

Technology, 35 Hikaridai Seika‑cho So‑
raku‑gun Kyoto‑fu 6190289 Japan TEL
0774986878
Ｅ‑mail ci-post@khn.nict.go.jp

〇第２号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 導入計画物品及び数量 多言語データベー
ス基盤構築のための計算機設備 一式
 調達方法 購入
 導入目的 情報通信研究機構は、マルチ
モーダル多言語処理技術に関する研究プロ
ジェクトを推進している。本件においては、
マルチモーダル多言語処理技術に必須である
多言語データベース基盤構築のための計算機

設備を整備する。本計算機設備を活用して、
多言語言語モデル構築用の人工データベース
の構築ならびに大規模テキスト処理による多
言語テキストの抽出等を実施する。
 導入予定時期 令和９年度第２・四半期以
降
 調達に必要とされる基本的な要求要件 本
計算機設備は、ディープラーニング計算シス
テム、汎用計算システム、制御用システム、
大容量ストレージシステム、高速ネットワー
ク等から構成される。
 ディープラーニング計算システムは、複
数の計算ノードから構成され、各計算ノー
ドは２基以上のCPUおよび２基以上の
GPGPUを搭載していること。なお、計算
ノードあたりのGPGPU搭載数は均一であ
ること。また、システム全体のGPGPU搭
載数は120基以上であること。
 ディープラーニング計算システムの各計
算ノードが搭載する各GPGPUは、ECC機
能を備えた48GB以上のメモリを有してい
ること。また、メモリ帯域幅は864GB／s
以上、GPU間の相互接続帯域幅は双方向
で64GB／s以上であること。
 単一GPGPUでの理論演算性能は、単精
度浮動小数点演算で916TFLOPS以上であ
ること。
 ディープラーニング計算システムの各計
算ノードの主記憶容量は、単一CPUあた
り512GB以上搭載していること。
 汎用計算システムは、複数の計算ノード
で構成され、各計算ノードは２基以上の
CPUを搭載していること。また、システ
ム全体のCPU搭載数は100基以上であるこ
と。
 汎用計算システムの各計算ノードの主記
憶容量は、単一CPUあたり512GB以上搭
載していること。
 制御用システムは、複数の制御用サーバ
から構成され、システム全体のログイン
ノードやバッチ処理サーバ等を含む、シス
テム全体の制御に必要な機能を有するこ
と。

 大容量ストレージシステムは、２PiB以
上の実効容量を有し、高速かつ高信頼な並
列ファイルシステムを提供すること。また、
すべてのサーバから高速にアクセス可能で
あること。
 高速ネットワークは、25Gbps以上の帯
域を有しており、すべてのサーバおよびス
トレージと接続すること。
 オペレーティングシステムはUNIXに準
拠し、ディープラーニング計算システムは
バッチ処理機能を有すること。
 ディープラーニング計算システムは、
FORTRAN、C、C＋＋等の言語、MPI等
の並列プログラミング環境、開発環境およ
びディープラーニングのための各種ツール
群を備えていること。また、CUDAに代
表される一般的な開発ツールを用いてプロ
グラム可能であること。
 ハードウェアおよびソフトウェアの保守
支援体制を備えること。

２ 資料及びコメントの提供方法 第１号と同
じ。
３ 説明書の交付 第１号と同じ。
４ 説明会の開催 第１号と同じ。
５ その他 第１号と同じ。
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Computing Facilities for the

Construction of Multilingual Database Inf‑

rastructure, 1 set

 Type of the procurement : Purchase

 Basic requirements of the procurement :

These computing facilities shall include a

deep learning computing system, a general‑

purpose computing system, a control sys‑

tem, a large‑capacity storage system, and a

high‑speed network

 The deep learning computing system

shall consist of multiple computing nodes,

and each computing node shall be equipp‑

ed with at least 2CPUs and at least

2GPGPUs. The number of GPGPUs per

computing node shall be uniform. The to‑

tal number of GPGPUs installed in the

entire system shall be at least 120

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 Each GPGPU in each computing node

of the deep learning computing system

shall have at least 48GB of ECC‑enabled

memory, at least 864GB／s of memory
bandwidth, and at least 64GB／s of bi‑
directional GPU interconnect bandwidth

 Theoretical computational

performance of a single GPGPU shall be

at least 91.6TFLOPS in single‑precision

floating‑point operations

 Each computing node of the deep learn‑

ing computing system shall have at least

512GB of main memory per CPU

 The general‑purpose computing system

shall consist of multiple computing nodes,

and each computing node shall be equipp‑

ed with at least 2CPUs. The total number

of CPUs installed in the entire system

shall be at least 100

 Each computing node of the general‑

purpose computing system shall have at

least 512GB of main memory per CPU

 The control system shall consist of

multiple control servers and shall provide

the functions necessary to manage the en‑

tire system, including login nodes and

batch processing servers

 The large‑capacity storage system

shall provide an effective storage capac‑

ity of at least 2PiB, support a high‑speed,

high‑reliability parallel file system, and

be accessible at high speed from all serv‑

ers

 The high‑speed network shall provide a

bandwidth of at least 25Gbps and connect

all servers and storage systems

 The operating system shall be UNIX‑

compliant, and the deep learning comput‑

ing system shall support batch processing

 The deep learning computing system

shall support programming languages

such as FORTRAN, C, and C＋＋, a par‑

allel programming environment such as

MPI, development tools, and various

deep learning frameworks. The system

shall also be programmable using com‑

mon development tools such as CUDA

 The system shall include hardware and

software maintenance support

 Time limit for the submission of the re‑

quested material : 17 : 00 26 October 2026

 Contact point for the notice : Kouji

Tanaka, Common Infrastructure Group,

General Planning Office, Universal Com‑

munication Research Institute, National In‑

stitute of Information and Communications

Technology, 35 Hikaridai Seika‑cho So‑
raku‑gun Kyoto‑fu 6190289 Japan TEL
0774986878
Ｅ‑mail ci-post@khn.nict.go.jp

資料提供招請に関する公表

次のとおり、資料等の提供を招請します。
令和８年９月 15 日

全国健康保険協会理事長 北川 博康
◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 次期人事給与等シス
テム開発・構築・導入等業務 一式

２ 資料（情報）の提出方法
 招請する資料や意見等 別途交付する「次
期人事給与等システム開発・構築・導入等業
務に係るＲＦＩ（情報提供依頼）実施説明書」
を参照
 資料（情報）の提出期限 令和８年10月19
日12時00分
 提出先 〒1510053 東京都渋谷区代々木
３丁目22番７号 新宿文化クイントビル ８
Ｆ 全国健康保険協会本部 システム部 Ｉ
Ｔ戦略推進室（間接チーム） 担当 宇津木
俊亮、福田 勇太 電話0366317831

５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Consulting Services for the Study

of the To‑Be Architecture of the Budget In‑

formation Systems

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 30 p.m. October 6, 2026

 Contact point for the notice : KUDO Ha‑

ruki, Procurement Section, Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of Fi‑

nance, 311 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo 1008940 Japan. TEL 033581
4111 ext. 2140

 Date and time of the briefing session on

the draft specification : 3 : 00 p.m. Septem‑

ber 29, 2026

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月19日まで。
 交付場所 〒1608507 東京都新宿区四谷
一丁目６番１号 ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥ
Ｒ ６階 全国健康保険協会本部 契約グ
ループ 担当 眞田 優作 電話036680
8199
※当協会のホームページの本調達情報に添付
している受領証を提出すること。

 お問合せ先 全国健康保険協会本部 シス
テム部 ＩＴ戦略推進室（間接チーム） 担
当 宇津木俊亮、福田 勇太

４ 説明会の開催
 開催日時 令和８年９月25日（金）15時00
分から
 開催場所 〒1510053 東京都渋谷区代々
木３丁目22番７号 新宿文化クイントビル
８Ｆ 全国健康保険協会本部（新宿事務室研
修室）
※参加者については、事前に公告している本
業務委託の調達に関する書類を持参するこ
と。

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Services related to the develop‑

ment, construction and implementation of

the next generation personnel and payroll

system, 1 set

 Time‑limit for submission of comments :

12 : 00, 19 October, 2026

 Holding an information session : 15 : 00,

25 September, 2026

 Contact point for the notice :

Syunsuke Utsuki and Yuta Hukuda, IT St‑

rategy Promotion section, Japan Health In‑

surance Association, 3227, Yoyogi, Shi‑
buya‑ku, Tokyo, 1510053, Japan, TEL
0366317831

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 15 日

財務省大臣官房会計課長 小平 武史
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
予算編成支援システムにおける業務要件見
直し検討支援業務

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月６日17時30
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008940 東京都千代田区霞が
関３１１ 財務省東受付室内入札説明室
 問い合わせ先 〒1008940 東京都千代田
区霞が関３１１ 財務省大臣官房会計課
契約第一係 工藤 大暉 電話033581
4111 内線2140

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月５日まで。
 交付場所 上記２の場所及び電子調達シ
ステムによる。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年９月29日15時00分から
 開催場所 財務省本庁舎北157会議室


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意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 15 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 中山 裕司

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 20262027年度サイ
バーセキュリティ統合システム基盤の構築
一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月15日17時00
分まで必着のこと。
 提出先 〒1848795 東京都小金井市貫井
北町４２１ 情報通信研究機構サイバー
セキュリティ研究所サイバーセキュリティネ
クサス CYNEX研究開発運用室 石川 大
樹 電話0423275238
Ｅ-mail ishikawa@nict.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月15日まで。
 交付場所 情報通信研究機構ホームページ
の調達情報よりダウンロードして入手するこ
と。

４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Hub for Integrated Knowledge,

Operations, Monitoring, Analytics, Re‑

search, and Upskilling System, 1 set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 15 October 2026

 Contact point for the notice : Hiroki

Ishikawa, CYNEX Research, Development

and Operations Laboratory, Cybersecurity

Nexus, Cybersecurity Research Institute,

National Institute of Information and Com‑

munications Technology, 421 Nukui‑
kitamachi Koganei‑shi Tokyo 1848795
Japan TEL 0423275238
Ｅ‑mail ishikawa@nict.go.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達役務の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 15 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
原価管理システム構築請負作業及びソフト
ウェア保守作業 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月７日午後４
時（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1058445 東京都港区虎ノ門二
丁目２番３号 独立行政法人国立印刷局財務
部契約課システム契約係担当 向井 五月
電話0335874309

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月６日まで
 仕様書案の交付 「秘密情報の取扱いに関
する誓約書」を提出した者に交付する。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年９月28日午後１時
 開催場所 独立行政法人国立印刷局本局
５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Cost Management System Devel‑

opment and Implementation Services, and

Software Maintenance Services : 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 4 : 00 P.M. 7 October 2026

 Contact point for the notice : Satsuki

Mukai, Procurement Contract Division, Fi‑

nancial Affairs Department, National Prin‑

ting Bureau, Incorporated Administrative

Agency, 223 Toranomon, Minato‑ku,
Tokyo 1058445 Japan TEL 033587
4309

意見招請に関する公示

次のとおり調達業務の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 15 日

独立行政法人労働者健康安全機構
契約担当役 理事 松下 和生

◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 14
〇第 62 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達業務及び数量 未払賃金立替払システ
ムに係る運用保守等業務一式

２ 意見及び見積書の提出方法
 意見及び見積書の提供期限 令和８年10月
５日17時（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒2110021 神奈川県川崎市中原
区木月住吉町１番１号 独立行政法人労働者
健康安全機構 契約課契約班 電話044
4318634 Fax 0444115530 Mail：
keiyaku@m.johas.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月15日から令和８年
10月５日17時まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation, maintenance and re‑

lated tasks for the unpaid wages advance

payment system

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 5, October, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Accounting Division, Japan Or‑

ganization of Occupational Health and

Safety 11 Kidukisumiyoshi‑cho Naka‑
hara‑ku Kawasaki‑shi Kanagawa‑ken

2110021 Japan TEL 0444318634 Fax
0444115530 Mail :
keiyaku@m.johas.go.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品等の仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 15 日
契約責任者 社会保険診療報酬支払基金

理事長 見 英樹
◎調達機関番号 233 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達案件及び数量 審査システムに係る
ファイル・帳票出力領域の設計・開発及び運
用保守業務 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月９日12時
 提出先
ア 令和８年９月18日（金）まで
〒1050004 東京都港区新橋二丁目１番
３号 社会保険診療報酬支払基金 財政部
契約管理課長 西條 学 電話番号03
35917441
イ 令和８年９月24日（木）以降
〒1350061 東京都江東区豊洲二丁目１
番９号 社会保険診療報酬支払基金 財政
部契約管理課長 西條 学 電話番号
0335917441

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月15日午後１時から
令和８年10月８日午後５時
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

require : Design, Development, and Opera‑

tion and Maintenance of the File and Re‑

port Output Module for the Review System‑

Complete Set

 Time limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00 AM, October 9, 2026

 Contact point for the notice : Manabu

Saijou, Manager, Contract Management Di‑

vision, Finance Department, Health Insur‑

ance Claims Review and Reimbursement

Services, 213 Shinbashi, Minato‑ku,
Tokyo 1050004 Japan. TEL 033591
7441
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随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 15 日
支出負担行為担当官
国土交通省北海道局長 富山 英範

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 令和８年度ウポポイ
への誘客促進支援業務（豪州市場）一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月５日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称

令和８年度ウポポイへの誘客促進支援業務
（豪州市場）共同提案体 代表者 ㈱ＪＴＢ北
海道事業部
５ 担当部局 〒1008918 東京都千代田区霞が
関２１２ 国土交通省北海道局予算課経理
第一係 電話0352538777
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : FY2026 Visitor Attraction Pro‑

motion Support Services for Upopoy in the

Australian Market, 1 set

 Expected date of the contract award : 5

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Accounting

1st Section, Budget Division, Hokkaido

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 212
Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8918 Japan TEL 0352538777

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 15 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

那珂フュージョン科学技術研究所
管理部長 山農 宏之

◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 08
〇第 19 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ＪＴ60ＳＡ 複数
周波数ジャイロトロンの製作 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月30日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
キヤノン電子管デバイス株式会社

５ 担当部局 〒3110193 茨城県那珂市向山
801番地１ 国立研究開発法人量子科学技術研
究開発機構 那珂フュージョン科学技術研究所
管理部 契約課 横山 輝 電話029

2777958
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the services to be

manufactured : Manufacturing of multi‑

frequency gyrotron for JT‑60SA, 1 set

 Expected date of the contract award : 30,

October, 2026

 Reasons for the use single tendering proc‑

edures as provided for in the Agreement on

Government Procurement : c Interchan‑

geability

 Contact point for the notice : Yokoyama

Hikaru Contract Section, Department of

Administrative Services, Naka Institute for

Fusion Science and Technology, National

Institutes for Quantum Science and Tech‑

nology, 8011 Mukouyama, Naka‑shi, Iba‑
raki‑ken 3110193 Japan (TEL. 029277
7958)

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 15 日
契約担当役
国立大学法人高知大学長 受田 浩之

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 39
〇第３号
１ 調達内容
 品目分類番号 ４
 購入等件名及び数量
 オナセムノゲン アベパルボベク（販売
名：ゾルゲンスマ点滴静注） １患者当た
り
 オナセムノゲン アベパルボベク（販売
名：ゾルゲンスマ髄注） １患者当たり

２ 随意契約の予定日 令和８年10月６日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
 株式会社アスティス
 株式会社アスティス
５ 担当部門 〒7838505 南国市岡豊町小蓮
高知大学医学部・病院事務部会計課 竹本 莉
奈 電話0888802242

６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 4

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

 Onasemnogene abeparvovec (ZOLGE‑

NSMA intravenous infusion) 1 patient

 Onasemnogene abeparvovec (ZOLGE‑

NSMA suspension for intrathecal in‑

jection) 1 patient

 Expected date of the contract award : 6

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : TAKEMO‑

TO Rina, Accounting Division, Kochi Medi‑

cal School, Kochi University, Kohasu Oko‑

cho Nankoku‑shi 7838505 Japan, TEL
0888802242

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和８年９月 15 日 支出負担行為担当官 鹿児島労働局総務部長 堀池 岳

（鹿児島県鹿児島市山下町13番21号）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 46
10 鹿児島労働局分庁舎解消に伴う什器購入およびレイアウト変更 購入等 一般 
8. 8. 4 株式会社しんぷく 鹿児島県鹿児島市上之園町９８ 43722580円（税込み）
 8. 6. 8 最低価格 57935211円（税込み）
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